
川崎町の人事行政の運営等の状況を公表します 
 
 平成１６年の地方公務員法の改正により、各地方公共団体は職員の任用、給与等の状況な

どの人事行政の運営等の状況について公表することが義務付けられ、当町では平成１７年３

月に「川崎町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」を制定しました。 
 この条例は、人事行政の運営などの状況を町民の皆様にお知らせすることによって、その

公平性と透明性を高めることを目的としており、年に１回、定期的に公表するものです。 
 
１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

(1) 採用試験の実施状況（平成２７年度）              （単位：人） 
区分 申込者数 受験者数(Ａ） 合格者数（B) 競争率(Ａ/Ｂ） 

一般行政職 
 初級（行政） １６ １４ ３ ４．７ 

一般行政職（障がい者） 
 初級（行政）   ０  ０ ０ ― 

看護・保健職 
 上級（保健師）  ０  ０ ０ ― 

計 １６ １４ ３  

   
 

(2) 事由別退職者数（平成２７年度）                （単位：人） 
定年 
退職 

勧奨 
退職 

普通 
退職 

分限 
免職 

懲戒 
免職 失職 死亡 

退職 
再任用 
後退職 計 

５ １ １ － － － － － ７ 
 

(3)  職員の条例定数及び職員数の状況（平成２８年４月１日）（単位：人） 
区分 条例定数 職員数 

町長事務部局の職員   ８８  ８３ 
教育委員会事務部局の職員  ４３  ４０ 
農業委員会事務部局の職員   ３   ２ 
議会の事務部局の職員   ３   ３ 
病院企業関係職員  ４９  ４３ 
水道企業関係職員   ４   ４ 

合計 １９０ １７５ 
   (注) １ 職員数は、毎年度総務省に報告する「地方公共団体定員管理調査」の数値です。 
       （町長・副町長・教育長を除く。） 
      ２ 条例定数は、「川崎町職員定数条例」に規定する職員定数です。 
      ３ 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）に基づき、他の地方公共団体に派遣され

た職員は含まれません。 
 
 
 
 
 
 
 
 



(4)  部門別職員数の状況（平成２８年４月１日現在）    （単位：人） 
区分 

部門 
職員数（人） 

差 引 
平成２７年 平成２８年 

一般行政 

議    会   ３   ３   
総    務  ２３  ２２  ▲１ 
税    務  １１  １１   
民    生  ２２  ２３   １ 
衛    生  １０   ９ ▲１ 
農 林 水 産  １４  １３ ▲１ 
商    工   ３   ４ １ 
土    木   ５   ５    

計  ９１  ９０ １ 
教   育  ２９  ２８ ▲１ 

公営企業等 

水 道 事 業   ４   ４   
下 水 道   ２   ２   １ 
病 院  ４４  ４３ ▲１ 
そ の 他   ９   ８ ▲１ 

計  ５９  ５７ ▲２ 
合    計 １７９ １７５  ▲４ 

   
 
 
２ 職員の給与の状況 
 

(1)  人件費の状況（平成２７年度一般会計決算） 

区分 住民基本台帳人口

(H28 年 3 月末現在) 歳出額（A) 実質収支 人件費（B） 人件費率 
B/A×100 

平成 27年度 9,185 
人 

4,833,560 
千円 

145,890 
千円 

1,000,260 
千円 

20.7 
％ 

  （注） 1 実質収支とは、当該年度における余剰金です。 
       2 人件費には、職員共済費、議員報酬、町長・副町長等の給与が含まれます。 
 

(2)  職員給与費の状況（平成２７年度一般会計決算） 

区分 職員数

（A) 

給与費 1 人 
当たり

給与費

（B/A） 
給料 職員手当 期末勤勉手当 

（ボーナス） 計（B) 

平成 27年度 118 
人 

400,830 
千円 

61,310 
千円 

149,450 
千円 

611,590 
千円 

5,183 
千円 

  （注）1 職員数は平成２７年４月１日現在の数値です。 
     2 職員手当には退職手当を含みません。 
 
 
 
 
 
 



 
(3)  平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢（平成２８年４月１日現在） 

区分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 
一般行政職 283,500 円 309,055 円 39 歳 3 月 
技能労務職 274,300 円 296,567 円 55 歳 3 月 

  （注） 平均給与月額は、平均給料月額に扶養手当、通勤手当、住居手当、管理職手当、 
     時間外手当、特殊勤務手当等を加えたものです。 
 

(4)  職員の初任給の状況（平成２８年４月１日現在） 

区分 
川 崎 町 国 
決 定 
初 任 給 

決 定 
初 任 給 

一般行政職 
大学卒程度 176,700 円 176,700 円 
高校卒程度 144,600 円 144,600 円 

 
(5)  職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２８年４月１日現在） 

区分 経験年数 10 年 経験年数 15 年 経験年数 20 年 

一 般 行 政 職 
大学卒程度  

235,100 円 
（参考 16 年） 

299,000 円 
 

334,400 円 

高校卒程度  
209,700 円 

 
245,000 円 

（参考 19 年） 
270,700 円 

技 能 労 務 職 高 校 卒 － － － 
  （注）1 経験年数は、採用前に民間企業等に勤務した期間がある場合にはその期間を換算

し、採用後の勤務期間に加算した年数です。 
     2 対象者がいないところは、参考として近い経験年数の数値を記載しています。 
 

(6)  一般行政職の級別職員数の状況（平成２８年４月１日現在） 
区分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 

計 
職務内容 

主  事 主  事 課長補佐 
主  幹 
技術主幹 
係  長 
技術係長 
主  査 
技術主査 

課長補佐 
室長補佐 
主  幹 
技術主幹 

会計管理者 
課   長 
局   長 
室   長 
所   長 
参   事 

会計管理者 
課   長 
局   長 
室   長 
所   長 
参   事 

職 員 数 19 人 15 人 23 人 14 人 5 人 7 人 83 人 
構 成 比 23％ 18％ 28％ 17％ 6％ 8％ 100％ 

  （注）1 川崎町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 
     2 職員は従事する職務の複雑、困難及び責任の度合いに基づき、給料表に定める級

に格付けされています。 
 

(7)  国との給料月額の水準比較（ラスパイレス指数）の状況 
区分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

一般行政職 93.3 100.1(92.6) 100.6(93.0) 93.3 93.1 
  （注） ラスパイレス指数は、国家公務員の給料を 100 とした場合の町職員の給与水準を

示したものです。なお、（ ）の数値は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定

特例法による措置が無いとした場合の値です。 
 
 

 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(10)  普通会計の主な手当の状況（平成２８年４月現在） 

区分 支給基準・支給額等 支 給 対 象 
職 員 数 

平 均 支 給 
月 額 

扶 養 手 当 

※配偶者               13,000 円 
※配偶者以外              6,500 円 
※配偶者のない職員の被扶養者 1 人目  11,000 円 
※16 歳～22 歳の扶養親族加算     各 5,000 円 

37 人 18,419 円 

地 域 手 当 

民間における賃金、物価及び生計費が特に高い地域に

在勤する職員【（給料+管理職手当+扶養手当）の月額

に支給割合を乗じた額】 
支給割合  1 級地（東京都）：18％、6 級地（仙台市）：

6％ 

－ － 

期 末 手 当 
勤 勉 手 当 
（ボーナス） 

（支給率）  期末手当   勤勉手当 
 ６月期   1.225 月分  0.675 月分 
１２月期   1.375 月分  0.825 月分 
  計    2.6 月分   1.5 月分 
 ※職務の級等により５～15％の加算措置有 
 ※平均支給月額は、平成 26 年度の実績により算出 

74 人 1,273,323 円 
（年間支給額） 

寒 冷 地 
手 当 

世帯の区分に応じて次のとおり支給（11～3 月）する。 
・扶養親族を有する世帯主  17,800 円／月 
・扶養親族なしの世帯主   10,200 円／月 
・その他の職員       7,360 円／月 
 ※平均支給月額は、平成 27 年 3 月を基に算出 

72 人 64,872 円 
（年間支給額） 

通 勤 手 当 

交通機関利用者 
・交通機関利用 月額 55,000 円まで全額支給 
・自動車等使用 片道 2Km 以上の者 
        月額 2,000 円～31,600 円 

40 人 7,490 円 

住 居 手 当 
家賃、間代が月額 12,000 円以上の職員に対し、家賃 
等の額に応じ支給（最高限度額 27,000 円） 
 

10 人 24,850 円 

管 理 職 
手 当 

管理・監督の地位にある職員に支給する。 
・課長級の職で 6 級在級の者     62,300 円 
・課長級の職で 5 級在級の者及び参事の職で 6 級在 

級の者              59,500 円 
・参事の職で 5 級在級の者      47,600 円 

11 人 61,282 円 

時 間 外 手 当 正規の勤務時間を越えて勤務した職員に支給する。 41 人 20,446 円 
特殊勤務手当 特殊な技術を要する仕事の従事職員に支給する。 0 人 0 円 
管 理 職 員 
特別勤務手当 

週休日等又は災害等によりに週休日等以外の午前０時

から午前５時まで勤務した管理職手当の支給を受ける

職員に支給する。 
0 人 0 円 

  （注）1 支給対象職員数は、普通会計の一般行政職です。 
     2 平均支給月額は、４月支給額等を支給対象職員数で除した金額です。 
 

(8)  退職手当の状況 
      （平成２８年４月１日現在） 

区

分 支給率 自己 
都合 

勧奨 
定年 

退

職

手

当 
 

勤続 20 年 
勤続 25 年 
勤続 35 年 
最高限度額 

20.445 月分 
29.145 月分 
41.325 月分 
49.59 月分 

25.55625 月分 
34.5825 月分 
49.59   月分 
49.59   月分 

・その他の 
 加算措置 

定年前早期退職特例措置 
（2％～20％加算） 

 

(9)  特別職の報酬等の状況 
      （平成２８年４月１日現在） 

区分 給料・報酬月額 期末手当 
（H27 ボーナス） 

町 長 549,250 円 
(845,000 円)  6 月期 1.475 月分 

12月期 1.625月分 
 計    3.10 月分 

副町長 488,000 円 
(610,000 円) 

教育長 458,150 円 
(539,000 円) 

議 長 305,000 円  6 月期 1.475 月分 
12月期 1.625月分 
 計    3.10 月分 

副議長 257,000 円 

議 員 247,000 円 
(注) 町長・副町長・教育長は平成 28年１月１日から特

例条例により減額支給されています。 



 
３ 職員の勤務時間その他の勤務条件 

(1)  職員の主な勤務時間（平成２８年４月１日現在） 
１週間の勤務時間 開始時間 終了時間 休憩時間 

38 時間 45 分 8：30 17：15 12：00～13：00 
 

(2)  職員の年次有給休暇の取得状況（平成 27 年１月１日～平成 27 年 12 月 31 日） 
総付与日数 総使用日数 全対象職員数 平均使用日数 取得率 

3,241 日 755.9 日 84 人 9.0 日 23.3％ 
  （注）1 対象職員は町長部局に勤務する一般職員で、⑴の時間帯に勤務時間が割り振られ

ている職員となっています。 
     2 期間中に育児休業、休職の事由がある職員は除きます。 
 

(3)  休暇等の種類（平成２８年４月１日現在） 
区分 休暇日数等 

有

給

休

暇 

年次休暇 １歴年ごとに 20 日以内とし、翌年に限り 20 日を越えない範囲内の残

日数を繰り越すことができる 

病気休暇 負傷又は疾病の療養を要する場合 
 最小限必要と認められる期間 

特別休暇 
（主なもの） 

公民権行使 職員が選挙権その他公民として権利を行使す

る場合 【必要と認められる期間】 

証人・鑑定人・参考人 
職員が左記により国会、裁判所、自治体の議

会、その他官公署へ出頭する場合 
 【必要と認められる期間】 

骨髄液の提供 職員が骨髄液の提供者として、検査、入院等

が必要であるとき 【必要と認められる期間】 

社会貢献活動 
職員が自発的に、かつ報酬を得ないで社会に

貢献する活動を行う場合 
 【１年につき５日以内】 

結婚休暇 職員が結婚するとき。 
 【連続する７日以内】 

産前・産後休暇  【出産予定日までの８週間】 
 【出産の日から８週間】 

育児時間休暇 生後１歳未満の子を養育する職員 
 【１日１時間以内又は１日２回各 30分以内】 

看護休暇 
小学校就学前の子を養育する職員が、その子

を看護する必要があるとき。 
 【１年に５日以内】 

妻の出産 出産予定日の 14 日前から出産後 14 日までの

間において 【２日以内】 

忌引休暇 職員の親族が死亡したとき、続柄及び死亡時

の生計関係により 【１～10 日以内】 
父母等の法要 父母等の法要のための休暇 【１日以内】 

夏季休暇（７月～９月） 夏季における家庭生活の充実のための休暇 
 【４日以内で必要と認められる期間】 

 
介護休暇  負傷、疾病又は老齢により、２週間以上にわたり親族を介護しなけ

ればならないとき。 【６月を限度として必要と認められる期間】 
 
 
 
 



 
４ 職員の分限及び懲戒の状況 

(1)   分限処分（平成２７年度）                   （単位：人） 
          処分の種類 
処分事由 降任 免職 休職 降格 合計 失職 

勤務実績が 
良くない場合 法第 28 条第 1 項第 1 号 － － － － － － 

心身の故障の場合 法第 28 条第 1 項第 2 号 
         第 2 項第 1 号 － － 2 － 2 － 

職に必要な適格性を

欠く場合 法第 28 条第 1 項第 3 号 － － － － － － 
職制、定数の改廃予算

の減少により廃職、過

員を生じた場合 
法第 28 条第 1 項第 4 号 － － － － － － 

刑事事件に関し起訴

された場合 法第 28 条第 2 項第 2 号 － － － － － － 
条例で定める事由 法第 27 条第 2 項 － － － － － － 

合  計  0 0 2 0 2 0 
法第 28 条第 4 項により失職した者 － － － － － － 

  （注） 分限処分とは、勤務実績不良の場合や、心身の故障の場合、又はその職に必要な適

格性を欠く場合において、公務能率の維持並びに適正な行政運営の確保を図るために

行われる処分です。 
 

(2)  懲戒処分（平成２７年度）                （単位：人） 

           処分の種類 
処分事由 戒告 減給 停職 免職 合計 

法令に違反した場合 法第 29 条第

1 項第 1 号 － － － － － 
職務上の義務に違反し又は職務

を怠った場合 
法第 29 条第

1 項第 2 号 － － － － － 
全体の奉仕者たるにふさわしく

ない非行のあった場合 
法第 29 条第

1 項第 3 号 1 － － － 1 

合  計  1 0 0 0 1 
  (注） 懲戒処分とは、法令に違反した場合、職務上の義務に違反し、若しくは職務を怠っ

た場合又は全体の奉仕者たるにふさわしくない非行があった場合において、職場の秩

序を維持し、回復を図るために行われる処分です。 
 
５ 職員の服務の状況 

(1)  営利企業等従事許可申請の状況（平成２８年度）      （単位：件） 
区分 申請件数 許可件数 

会社の役員等の地位を兼ねる場合 － － 

自ら営利を目的とする私企業を営む場合  ５  ５ 

報酬を得て事業もしくは事務に従事する場合 １６ １６ 

計 ２１ ２１ 
 
 
 
 
 



 
６ 職員の研修状況 

(1)  主な職員研修の実施状況（平成２７年度） 

区  分 研修場所 実施月 
期 間 

受講

者

（人） 

階
層
別
研
修 

一般職員研修 県市町村 
職員研修所 

H27.5～H27.10 
4 日間 １０  

管理者研修 県市町村 
職員研修所 

H27.12～H28.1 
2・3 日間 ２ 

新規採用職員研修 自治会館 H27.4 
2 日間 ３ 

新規採用職員研修 県市町村 
職員研修所 

H27.10～H27.12 
4 日間 ３ 

そ
の
他 

民法研修 県市町村 
職員研修所 

H27.6 
2 日間  １ 

公営企業担当職員研修 県市町村 
職員研修所 

H27.4 
2 日間  ３ 

市町村等財政担当職員研修 県市町村 
職員研修所 

H27.5 
2 日間  ２ 

新任税務職員研修 県市町村 
職員研修所 

H27.7 
２日間 ４ 

市町村選挙管理委員会 
事務局職員研修 

県市町村 
職員研修所 

H28.2 
2 日間  １ 

メガトレンドセミナー 県市町村 
職員研修所 

H28.1 
2 日間  １ 

コミュニケーション研修 県市町村 
職員研修所 

H27.10 
2 日間  ２ 

 ３２ 

 
 

(2)  勤務成績の評定の状況                    （単位：人） 
評 定 の 回 数 年１回 
評 定 の 時 期 平成 27 年 10 月 
評定対象職員 休職者等を除く全職員 172 名 

評 定 の 方 法 所属課長等、総務課長及び副町長又は町長による 
14 項目５段階 300 満点評定 

評 定 結 果 A 評定 B 評定 C 評定 D 評定 E 評定 
０ １ 170 ０ １ 

 



７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 
(1)  健康診断の状況（平成２７年度）                （単位：人） 

区分 健康 
診断 

胃 
がん 

子宮 
がん 

乳 
がん 

大腸 
がん 

脳 
ドック 

人間 
ドッグ 

実施期日 7～8 月 3 月 10 月 10 月 9 月 通年 通年 
受診者数 114 7 49 50 7 13 74 

 
(2)  共済制度  

    宮城県市町村職員共済組合に加入しています。 
 

(3)  職員互助会助成（平成２７年度） 
助成団体名 川崎町職員互助会 

公費負担の助成金はありません。 助 成 額 0 円 
事業決算額 2,484,035 円 

 
(4)  公務災害の発生状況（平成２７年度）           （単位：件） 

補         償 
福祉事業 

療養補償 障害補償 遺族補償 その他 計 
２ － － － ２ － 

 
(5)  県人事委員会より報告を受けた公平委員会の業務の状況（平成２７年度）（単位：件） 

区分 前 年 度 
未処理件数 

要 求 及 び 
申 立 件 数 処 理 件 数 今年度未処

理 件 数 

措
置
要
求 

給与 － － － － 
勤務時間・休暇 － － － － 
その他勤務条件 － － － － 

不
服
申
し
立
て 

分限処分 － － － － 
懲戒処分 － － － － 
転任 － － － － 
その他 － － － － 

 
  ※ 平成２７年度中に措置要求及び不服申立てはありませんでした。 
 （注） 公平委員会の事務の委託 
   １ 地方公務員法第７条第３項の規定により、町は公平委員会を置くこととれています。 
     ただし、同法第７条第４項の規定では、他の地方公共団体の人事委員会に委託してそ

の事務を処理させることができるとされており、本町では、公平委員会の事務を県の

人事委員会に委託しています。また、毎年７月末日までに前年度の業務の状況の報告

を県人事委員会から受けることとしています。 
   ２ 公平委員会の権限は地方公務員法第８条第２項に定められています。その主な内容は 

次のとおりです。 
 （１）職員の給与、勤務時間、その他の勤務条件に関する措置の要求を審査し、判定し、

及び必要な措置をとること。 
   （２）職員に対する不利益な処分についての不服申し立てに対する裁決又は決定をするこ 

と。 
   （３）職員の苦情を処理すること。 


